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戦略的業績改善型（Strategic Performance Improvement）の成果主義 




































































回答した企業は 4 分の 1 程度で、「うまくいっているが一部手直し」ならびに「改

































































あるいは第 3 の道に進むしかない。 





















































































































































































































































































































































 (1) 成果主義という言葉が初めて登場したのは、まさにバブル崩壊直後の 1992 年のことで
あった。1992 年 6 月、本田技研工業が導入した「年俸制」や「役職任期制」は、成果主義
導入の先駆的な事例として注目された（佐々木，2009，p.204）。年俸制の導入は、それ以
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